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≡ (54) Title: ELECTRONIC APPARATUS

= (54) 発明の名称 ：電子機器
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(57) Abstract: This electronic apparatus i s provided with: a housing, which has a first surface, and a second surface that i s provided
on a rear surface o f the first surface; a display unit, w c i s provided on the first surface o f the housing; a detecting unit, which i s
provided on the second surface of the housing, and detects whether there i s a contact with the second surface, and a contact position
on the second surface; and a control apparatus, which determines, on the basis o f a contact between the detecting unit and a hand o f
a user, whether the hand o f the user, said hand holding the housing, i s the right hand or the left hand.

(57) 要約： 電子機器 は、第一面及び前記第一面の背面に設 け られた第二面 を有す る筐体 と、前記筐体の う
ち前記第一面に設 け られ た表示部 と、前記筐体の うち前記第二面に設 け られ、前記第二面 における接触 の
有無及び接触位置 を検 出す る検 出部 と、前記検 出部 とユーザーの手 との接触 に基づいて、前記筐体 を保持
する前記ユーザーの手が左右のいずれであるか を判別す る制御装置 と、を備 える。
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明 細 書

発明の名称 ：電子機器

技術分野
[0001 ] 本発明は、電子機器に関する。

本願は、 2 0 1 1年 1 2 月 5 日に出願された日本国特願 2 0 1 - 2 6 6

1 4 4 号に基づき優先権を主張 し、その内容をここに援用する。

背景技術
[0002] 携帯電話や携帯情報端末などの電子機器として、例えば特許文献 1 が知ら

れている。特許文献 1 に示すような電子機器においては、例えば板状に設け

られた筐体の一の面に表示部が設けられており、この一の面のうち表示部の

周囲の領域や筐体の側部などに操作部が設けられた構成が知られている。

先行技術文献

特許文献
[0003] 特許文献 1 ：日本国特開 2 0 0 — 8 6 0 8 9 号

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0004] しかしながら、従来の電子機器においては、ユーザ一の操作性に改善の余

地がある。本発明の態様は、操作性を一層向上させた電子機器を提供する。

課題を解決するための手段
[0005] 本発明の態様に従えば、第一面及び前記第一面の背面に設けられた第二面

を有する筐体と、前記筐体のうち前記第一面に設けられた表示部と、前記筐

体のうち前記第二面に設けられ、前記第二面における接触の有無及び接触位

置を検出する検出部と、前記検出部とユーザーの手との接触に基づいて、前

記筐体を保持する前記ユーザーの手が左右のいずれであるかを判別する制御

装置と、を備える電子機器が提供される。

発明の効果



[0006] 本発明の態様によれば、操作性を一層向上させた電子機器を提供すること

ができる。
図面の簡単な説明

[0007] [図1]本発明の実施形態に係る携帯情報端末の構成を示す斜視図である。

[図2]本実施形態に係る携帯情報端末の一部の構成を示す側面図である。

[図3]本実施形態に係る携帯情報端末の一部の構成を示す断面図である。

[図4]本実施形態に係る携帯情報端末の一部の構成を示す背面図である。

[図5]本実施形態に係る携帯情報端末の一部の構成を示す断面図である。

[図6]本実施形態に係る携帯情報端末の制御装置の構成を示すプロック図であ

る。

[図7]本実施形態に係る携帯情報端末の使用態様の一例を示す図である。

[図8]本実施形態に係る携帯情報端末の使用態様の一例を示す図である。

[図9]本発明の変形例に係る携帯情報端末の一部の構成を示す背面図である。

[図10]本発明の変形例に係る携帯情報端末の一部の構成を示す背面図である

[図11]本発明の変形例に係る携帯情報端末の一部の構成を示す背面図である

[図12]本発明の変形例に係る携帯情報端末の一部の構成を示す背面図である

[図13]本発明の変形例に係る携帯情報端末の一部の構成を示す背面図である

[図14]本発明の変形例に係る携帯情報端末の一部の構成を示す背面図である

[図15]本発明の変形例に係る携帯情報端末の一部の構成を示す背面図である

[図16]本発明の変形例に係る携帯情報端末の一部の構成を示す背面図である

発明を実施するための形態



[0008] 以下、図面 を参照 して、本発明の実施形態 を説明する。

図 1 は、本実施形態 に係 る携帯情報端末 E Q P の構成 を示す斜視図である

図 1 に示すように、携帯情報端末 E Q P は、筐体 F L 、表示部 D P 、操作

部 S D 及び制御装置 C O N T を有 している。

[0009] 筐体 F L は、例 えば矩形の板状 に形成 されてお り、表示部 D P 及び操作部

S D を保持する。

表示部 D P は、筐体 F L の うち板面 に設 け られている。筐体 F L の うち こ

の表示部 D P が設 け られる面 を、以下、表示面 F e と表記する。表示部 D P

は、例 えば液晶装置や有機 E L 装置な どを有する表示パネル P N を有 してい

る。表示パネル P N が設 け られる表示領域 には、例 えばタツチパネル T P が

設 け られている。

[001 0] 操作部 S D は、筐体 F L の うち表示面 F e を囲む 4 辺 に相 当する 4 つの側

面 F a ~ F d に設 け られている。操作部 S D は、側面 F a に設 け られた側部

検 出部 S D 1 、側面 F b に設 け られた側部検 出部 S D 2 、側面 F c に設 け ら

れた側部検 出部 S D 3 及び側面 F d に設 け られた側部検 出部 S D 4 を有 して

いる。操作部 S D は、側部検 出部 S D 1 ~ S D 4 において外部か らの （例 え

ばユーザーの）接触の有無及び接触位置 を検 出する。

[001 1] 図 2 は、操作部 S D の一部の構成 を示す図である。図 2 には、側面 F b に

設 け られた側部検 出部 S D 2 の構成 を代表 させて示 しているが、他の側部検

出部 S D 、 S D 3 及び S D 4 についても同様の説明が可能である。

[001 2] 図 2 に示すように、側面 F b のほぼ中央部 には、検 出領域 2 0 が設 け られ

ている。検 出領域 2 0 は、側面 F b の長手方向に一致する方向に長手 に形成

された矩形の領域である。

[001 3] 側部検 出部 S D は、検 出領域 2 0 に設 け られた電極 1 0 を有 している。

電極 1 0 は、検 出領域 2 0 の長手方向に並べ られた複数の表面側電極 1 0 a

を有 している。

[0014] 図 3 は、側部検 出部 S D 2 の構成 を示す断面図である。図 3 には、図 2 と



同様 に、側面 F b に設 け られた側部検 出部 S D 2 の構成 を代表 させて示 して

いるが、他 の側部検 出部 S D 1 、 S D 3 及び S D 4 について も同様 の説 明が

可能 であ る。

[001 5] 図 3 に示 す よ うに、各表面側 電極 1 0 a は、側面 F b の他 の部分 と面一状

態 とな るよ うに配置 されている。 また、各表面側 電極 1 0 a は、 それ ぞれ 内

部側 電極 1 0 b と対 向す るよ うに配置 されている。表面側 電極 1 0 a と内部

側 電極 1 0 b との間 には、 それ ぞれ誘電体 1 0 c が配置 されている。 この よ

うに、 電極 1 0 は、表面側 電極 1 0 a と内部側 電極 0 b との間で形成 され

る容量電極 を有 している。各容量電極 は、 それ ぞれ制御装置 C O N T に接続

されている。

[001 6] 例 えばユーザーの指 な どが検 出領域 2 0 の一部分 に接触 す る と、 電極 1 0

の うち接触 された部分 に配置 され る表面側 電極 1 0 a と内部側 電極 1 0 b と

の間の静 電容量 が変化 す るよ うにな っている。 また、検 出領域 2 0 の一部分

に接触 していたュ一ザ一の指 な どの接触状態 が解 除 され る と、表面側 電極 1

0 a と内部側 電極 1 0 b との間の静 電容量 が元 の状態 に戻 るよ うにな ってい

る。

[001 7] この よ うに、側部検 出部 S D 2 で は、 電極 1 0 における接触部分 の静 電容

量 が局所 的 に変化 す るよ うに構成 されている。 この よ うな静 電容量 の変化 は

、制御装置 C O N T に送信 され るよ うにな っている。制御装置 C O N T で は

、 この静 電容量 の変化 を検 出す る ことによ り、外部 か らの接触 の有無及び接

触位置 を算 出可能 とな っている。 なお、例 えばユーザ一が検 出領域 2 0 に沿

つて接触部分 を移動 させ る場合、静 電容量 の変化 す る位置 が接触部分 の移動

に伴 って移動 す る。制御装置 C O N T で は、 この静 電容量 の変化 す る位置 の

移動 （移動方 向、移動距離 及び移動速度 ） について も検 出可能 とな っている

[001 8] 図 4 は、携帯情報端末 E Q P を背面 F f 側 か ら見た ときの図であ る。

図 4 に示 す よ うに、携帯情報端末 E Q P の背面 F f には、背面検 出部 B D

が設 け られている。背面検 出部 B D は、背面 F f の表面 に露 出す る背面電極



3 0 を有 している。背面電極 3 0 は、背面 F f の うち図中左下の角部 に配置

されている。背面電極 3 0 は、背面側か ら見て矩形 （例えば正方形）に形成

されている。

[001 9] 図 4 には、背面 F f の中央部 （基準位置） C が示されている。背面電極 3

0 は、背面 F f に設定される中央部 C を基準 と して図中左右方向 （第一方向

) R 1 の一方側 （左側）にのみ配置されてお り、他方側 （右側）には配置さ

れていない構成 となっている。 このように、背面電極 3 0 は、 中央部 C を基

準 と して第一方向 R の左側 と右側 とで非対称 となる形状 に形成 されている

[0020] また、背面電極 3 0 は、背面 F f に設定される中央部 C を基準 と して図中

上下方向 （第二方向） R 2 の一方側 （下側）にのみ配置されてお り、他方側

(上側）には配置されていない構成 となっている。 このように、背面電極 3

0 は、 中央部 C を基準 と して第二方向 R 2 の下側 と上側 とで非対称 となる形

状 に形成 されている。

[0021 ] 図 5 は、背面検出部 B D の断面構成 を示す図である。

図 5 に示すように、背面検出部 B D は、背面電極 3 0 の下層側 に、絶縁層

3 1 及び内部電極 3 2 を有 している。背面検出部 B D は、背面電極 3 0 と内

部電極 3 2 との間で形成 される容量を検出する容量電極 を有 している。各容

量電極 は、それぞれ制御装置 C O N T に接続 されている。

[0022] 図 6 は、制御装置 C O N T の構成 を示すプロック図である。

図 6 に示すように、制御装置 C O N T は、制御部 5 1 、入力部 5 2 、 出力

部 5 3 、記憶部 5 4 、通信部 5 5 及び電源部 5 6 を有 している。

[0023] 制御部 5 は、携帯情報端末 E Q P の統括的な演算処理 を行 う。

入力部 5 2 は、携帯情報端末 E Q P に対 して入力を行 う部分である。入力

部 5 2 と しては、上記の背面検出部 B D や側部検出部 S D 1 ~ S D 4 、表示

部検出部 5 2 b 、 また、入力部 5 2 と して、例えば姿勢検出部 5 2 c な どの

センサが設けられている。 この他、入力部 5 2 と して、例えばマイクなどの

不図示の音声入力部が設けられていても構わない。



[0024] 表示部検出部 5 2 b は、タツチパネル T P における接触の有無及び接触位

置を検出する。姿勢検出部 5 2 c は、携帯情報端末 E Q Pの姿勢を検出する

センサである。姿勢検出部 5 2 c としては、例えば3 軸加速度センサゃジャ

イロセンサ、地磁気センサなどが設けられている。

[0025] 出力部 5 3 は、画像や音声などを出力する。出力部 5 3 としては、例えば

画像を表示する上記の表示部 D Pや、スピーカ一 （不図示）のような音声を

出力する音声出力部 5 3 b などが挙げられる。記憶部 5 4 は、制御部 5 に

よる演算結果や入力部 5 2 に入力させる入力情報、出力部 5 3 によって出力

させる出力情報 （例、画像データ、音声データ）、通信部 5 5 を介 して通信

する情報などを記憶する。

[0026] 通信部 5 5 は、外部との間で有線方式及び無線方式のうち少なくとも一方

の方式によって情報の通信が可能となるように構成されている。

電源部 5 6 は、携帯情報端末 E Q P に電力を供給するための電源が配置さ

れている。電源部 5 6 としては、例えば電池やバッテ リー等が挙げられる。

[0027] 例えばユーザーの手などが背面電極 3 0 に接触すると、背面電極 3 0 のう

ち接触された部分と内部電極 3 2 との間の静電容量が変化する。また、背面

電極 3 0 に接触 していたュ一ザ一の手などの接触状態が解除されると、背面

電極 3 0 と内部電極 3 2 との間の静電容量が元の状態に戻るようになつてい

る。背面電極 3 0 に対する接触面積が大きいほど、静電容量の変化量は大き

くなる。

[0028] 図 7 及び図 8 は、ュ一ザ一が携帯情報端末 E Q P を手で保持 した場合にお

いて、ュ一ザ一の手のひらと携帯情報端末 E Q Pの背面 F f との接触領域を

示す図である。なお、図 7 はユーザ一が右手で携帯情報端末 E Q P を保持 し

た場合を示 しており、図 8 はユーザーが左手で携帯情報端末 E Q P を保持 し

た場合を示 している。

[0029] 図 7 に示すように、ュ一ザ一が右手で携帯情報端末 E Q P を保持する場合

、例えば第一方向R の右側の方が、左側に比べて接触領域 4 が広 くなる

傾向にある。この場合、ユーザ一の右手の手のひらは、第一方向R 1 の左側



に配置されている背面電極 3 0 の一部 に接触する。

[0030] —方、図 8 に示すように、ユーザーが左手で携帯情報端末 E Q P を保持す

る場合、例えば第一方向 R の左側の方が、右側 に比べて接触領域 4 2 が広

くなる傾向にある。 この場合、ユーザ一の左手の手のひ らは、第一方向 R 1

の左側 に配置されている背面電極 3 0 のほぼ全面に接触する。

[0031 ] 背面検出部 B D では、背面電極 3 0 とュ一ザ一の手 との接触領域の大 きさ

に応 じて静電容量が変化する。 このため、例えば図 7 に示す場合 （手が背面

電極 3 0 の一部 に接触する場合）には、図 8 に示す場合 （手が背面電極 3 0

の全部 に接触する場合）に比べて、静電容量の変化量は小さ くなる。

[0032] このような静電容量の変化は、制御装置 C O N T に送信 される。制御装置

C O N T では、 この静電容量の変化量を検出することにより、携帯情報端末

E Q P を保持するユーザ一の手が左右のいずれであるかを判別する。なお、

ュ一ザ一によって携帯情報端末 E Q P の保持の仕方が異なる場合がある。例

えば、上記の例 とは逆に、右手で携帯情報端末 E Q P を保持する場合には、

図 8 に示すように背面電極 3 0 のほぼ全面に接触 し、左手で携帯情報端末 E

Q P を保持する場合には、図 7 に示すように背面電極 3 0 の一部 に接触する

場合などが想定され うる。 このため、背面検出部 B D の検出結果に対 して、

携帯情報端末 E Q P を保持する手がいずれであるかを設定できるように して

も構わない。

[0033] 以上のように、本実施形態に係 る携帯情報端末 E Q P は、筐体 F L の背面

F f に設けられ、背面 F f における接触の有無及び接触位置を検出する背面

電極 3 0 を備える。そのため、ュ一ザ一が携帯情報端末 E Q P を保持する際

におけるュ一ザ一の手 と背面電極 3 0 との接触の有無及び接触位置を検出す

ることができる。 この検出により、接触部分の大 きさを検出することができ

るので、 この結果をもとにユーザ一が携帯情報端末 E Q P を左右のいずれの

手で保持 しているかを判別することが可能 となる。

[0034] 本発明の技術範囲は上記実施形態に限定されるものではな く、本発明の趣

旨を逸脱 しない範囲で適宜変更を加えることができる。



上記実施形態においては、背面検出部 B Dの構成として、接触によって静

電容量が変化するのを検出する構成を例に挙げて説明 したが、これに限られ

ることは無い。例えば、接触によって電圧が変化するのを検出する構成 （例

えば、抵抗膜方式のタツチセンサ等）としても構わない。また、背面検出部

B Dの構成として、電極を設ける構成の他、例えば表面弾性波方式や赤外線

方式など、電極を設けない構成であつても構わない。

[0035] また、上記実施形態においては、表示部 D Pの表面にタツチパネル T Pが

設けられた構成を例に挙げて説明 したが、これに限られることは無 く、タツ

チパネル T Pが設けられない構成であっても構わない。この場合、操作部 S

D に設けられる側部検出部 S D ~ S D 4 を用いて操作する構成となる。こ

の構成により、タツチパネル T P を設けなくても高い操作性を得ることがで

きるため、携帯情報端末の低コス ト化を図ることができる。

[0036] また、上記実施形態において、背面検出部 B Dの背面電極 3 0 が矩形に形

成され、背面 F f の角部に 1 つ配置された構成を例に挙げて説明 したが、こ

れに限られることは無 く、背面電極 3 0 の形状や配置、個数については、他

の形態であっても構わない。

[0037] 図 9 〜図 1 6 は、携帯情報端末 E Q Pの背面 F f の構成を示す図 （背面図

) である。

図 9 に示す構成において、背面電極 3 0 a は、背面側から見て三角形に形

成されている。この背面電極 3 0 a は、第一方向R 1 の中央部を跨 ぐように

図中左側端部から右側端部にかけて帯状に形成されている。また、背面電極

3 0 a は、第一方向R の図中左側から右側へ向けて徐々に細 くなるように

形成されている。

[0038] このように背面電極 3 0 a は、中央部C を基準として第一方向R の左側

に広がった構成となっている。このため、背面電極 3 0 a は、中央部C を基

準として第一方向R の左側と右側とで非対称となる形状に形成されている

。また、背面電極 3 0 a は、中央部C を基準として第二方向R 2 の下側にの

み配置されており、上側には配置されていない構成となっている。このよう



に、背面電極 3 0 a は、中央部 C を基準 と して第二方向 R 2 の下側 と上側 と

で非対称 となる形状 に形成 されている。

[0039] なお、図 9 では、背面電極 3 0 が第二方向 R 2 の図中下側 に配置された構

成 を例 に挙げているが、 これに限 られることは無 く、例えば図中破線部 3 0

b に示すように、第二方向 R 2 の図中上側 に配置された構成であっても構わ

ない。 この場合、例えば、第一方向 R 1 について、図中右側か ら左側へ向け

て徐々に細 くなるように形成 された構成 とすることができる。

[0040] また、図 1 0 に示す構成 において、背面検出部 B D は、背面電極 3 0 a 及

び背面電極 3 0 b を有 している。背面電極 3 0 a 及び背面電極 3 0 b は、背

面側か ら見てそれぞれ三角形 に形成 されている。 これ ら背面電極 3 0 a 及び

背面電極 3 0 b は、第一方向 R の中央部 を跨 ぐように図中左側端部か ら右

側端部 にかけて帯状 に形成 されている。

[0041 ] —方、背面電極 3 0 a は、第一方向 R の図中左側か ら右側へ向けて徐々

に細 くなるように形成 されている。 また、背面電極 3 O b は、第一方向 R 1

の図中右側か ら左側へ向けて徐々に細 くなるように形成 されている。背面電

極 3 0 a 及び背面電極 3 0 b は、互いの斜辺同士が平行に対向するように第

二方向 R 2 に並んで配置されている。

[0042] このように、背面検出部 B D は、背面電極 3 0 a が中央部 C を基準 と して

第一方向 R の左側 に広がった構成 となってお り、背面電極 3 0 b が中央部

C を基準 と して第一方向 R の右側 に広がった構成 となっている。 このため

、背面電極 3 0 a 及び背面電極 3 0 b は、中央部 C を基準 と して第一方向 R

1 の左側 と右側 とで非対称 となる形状 に形成 されている。 また、背面電極 3

0 a 及び背面電極 3 0 b は、中央部 C を基準 と して第二方向 R 2 の下側 にの

み配置されてお り、上側 には配置されていない構成 となっている。 このよう

に、背面電極 3 0 a 及び背面電極 3 0 b は、中央部 C を基準 と して第二方向

の下側 と上側 とで非対称 となる形状 に形成 されている。

[0043] なお、図 1 0 では、背面電極 3 0 が第二方向 R 2 の図中下側 に配置された

構成 を例 に挙げているが、 これに限 られることは無 く、図 9 に示す場合 と同



様、第二方向R 2 の図中上側に配置された構成であっても構わない。

[0044] また、図 1 1 に示す構成において、背面検出部 B D は、背面電極 3 0 a 及

び背面電極 3 0 b を有 している。背面電極 3 0 a 及び背面電極 3 0 b は、背

面側から見てそれぞれ三角形に形成されている。

[0045] 背面電極 3 0 a は、第一方向R の中央部を跨 ぐように図中左側端部から

右側端部にかけて帯状に形成されている。背面電極 3 0 a は、矩形に形成さ

れた背面 F f のうち図中下側の辺に沿って配置されている。背面電極 3 0 a

は、第一方向R の図中左側から右側へ向けて徐々に細 くなるように形成さ

れている。

[0046] 背面電極 3 0 b は、第二方向R の中央部を跨 ぐように図中下側端部から

上側端部にかけて帯状に形成されている。背面電極 3 O b は、背面 F f のう

ち図中左側の辺に沿って配置されている。背面電極 3 0 b は、第二方向R 2

の図中下側から上側へ向けて徐々に細 くなるように形成されている。

[0047] 背面電極 3 0 a 及び背面電極 3 0 b は、背面 F f のうち図中左下の角部に

おいて近接 して配置されている。背面電極 3 0 a 及び背面電極 3 0 b は、こ

の図中左下の角部において接続されている構成であっても構わないし、分離

されている構成であっても構わない。なお、背面電極 3 0 a と背面電極 3 0

b との間は、分離されている場合の方が、検出感度が向上する。

[0048] このように、背面検出部 B D は、背面電極 3 0 a が中央部C を基準として

第一方向R の左側に広がった構成となっている。背面電極 3 0 b は、中央

部C を基準として図中左側にのみ配置されており、右側には配置されていな

し、。このため、背面電極 3 0 a 及び背面電極 3 0 b は、中央部C を基準とし

て第一方向R の左側と右側とで非対称となる形状に形成されている。

[0049] また、背面電極 3 0 a は、中央部C を基準として図中下側にのみ配置され

ており、上側には配置されていない。また、背面電極 3 0 b が中央部C を基

準として第二方向R 2 の下側に広がった構成となっている。このように、背

面電極 3 0 a 及び背面電極 3 0 b は、中央部C を基準として第二方向R 2 の

下側と上側とで非対称となる形状に形成されている。



[0050] また、図 1 2 に示す構成 において、背面検出部 B D は、背面電極 3 0 a を

有 している。

背面電極 3 0 a は、背面側か ら見て三角形 に形成 されている。背面電極 3

0 a は、背面 F f の左下側か ら右上側 にかけて中央部 C を跨 ぐように帯状 に

形成 されている。背面電極 3 0 a は、背面電極 3 0 a は、図中左下側か ら右

上側へ向けて徐々に細 くなるように形成 されている。

[0051 ] このように、背面検出部 B D は、背面電極 3 0 a が中央部 C を基準 と して

背面 F f の左下側か ら右上側 に広がった構成 となっている。 また、背面電極

3 0 a は、中央部 C を基準 と して背面 F f の左下側及び右上側 にのみ配置さ

れてお り、背面 F f の右下側及び左上側 には配置されていない。 このため、

背面電極 3 0 a は、中央部 C を基準 と して第一方向 R の左側 と右側 とで非

対称 となる形状 に形成 されている。 また、背面電極 3 0 a は、中央部 C を基

準 と して第二方向 R 2 の下側 と上側 とで非対称 となる形状 に形成 されている

[0052] また、図 1 3 に示す構成 においては、図 1 2 に示す構成 に対 して、背面電

極 3 0 b 及び背面電極 3 0 c を加えた構成 となっている。背面電極 3 0 b 及

び背面電極 3 0 c は、背面側か ら見て三角形 に形成 されてお り、図中上側か

ら下側へかけて第二方向 R 2 の中央部 を跨 ぐように帯状 に形成 されている。

背面電極 3 0 b 及び背面電極 3 0 c は、図中上側か ら下側 にかけて徐々に細

くなるように形成 されている。

[0053] この場合においても、背面電極 3 0 a 、背面電極 3 0 b 及び背面電極 3 0

c は、中央部 C を基準 と して第一方向 R の左側 と右側 とで非対称 となる形

状 に形成 されている。 また、背面電極 3 0 a 、背面電極 3 0 b 及び背面電極

3 0 c は、中央部 C を基準 と して第二方向 R 2 の下側 と上側 とで非対称 とな

る形状 に形成 されている。

[0054] また、図 1 4 に示す構成 において、背面検出部 B D は、背面電極 3 0 a 及

び背面電極 3 0 b を有 している。背面電極 3 0 a 及び背面電極 3 0 b は、背

面側か ら見て共に矩形 （正方形）に形成 されている。背面電極 3 0 a は、上



記実施形態における背面電極 3 0 と同一の位置に設けられている。背面電極

3 O b は、背面 F f の右上の角部に設けられている。

[0055] この場合においても、背面電極 3 0 a 及び背面電極 3 0 b は、中央部C を

基準として第一方向R の左側と右側とで非対称となる形状に形成されてい

る。また、背面電極 3 0 a 及び背面電極 3 0 b は、中央部C を基準として第

二方向R 2 の下側と上側とで非対称となる形状に形成されている。

[0056] また、図 1 5 に示す構成において、背面検出部 B D は、背面電極 3 0 a 、

背面電極 3 0 b 及び背面電極 3 0 c を有 している。背面電極 3 0 a 、背面電

極 3 0 b 及び背面電極 3 0 c は、背面側から見てそれぞれ矩形 （正方形）に

形成されている。背面電極 3 0 a 、背面電極 3 0 b 及び背面電極 3 0 c の寸

法については、少なくとも 1 つが異なる寸法であっても構わない。

[0057] 背面電極 3 0 a は、上記実施形態における背面電極 3 0 と同一の位置 （背

面 F f の左下の角部）に設けられている。背面電極 3 O b は、背面 F f の左

上の角部に設けられている。背面電極 3 0 c は、背面 F f の右下の角部に設

けられている。なお、背面電極 3 0 a ~ 3 0 c のうちいずれか 1 つの代わり

に、背面電極 3 0 d が背面 F f の右上の角部 （図中破線で示す位置）に配置

された構成であつても構わない。

[0058] この場合においても、背面電極 3 0 a 、背面電極 3 0 b 及び背面電極 3 0

c (背面電極 3 0 d ) は、中央部C を基準として第一方向R の左側と右側

とで非対称となる形状に形成されている。また、背面電極 3 0 a 、背面電極

3 O b 及び背面電極 3 0 c (背面電極 3 0 d ) は、中央部C を基準として第

二方向R 2 の下側と上側とで非対称となる形状に形成されている。

[0059] また、図 1 6 に示す構成において、背面検出部 B D は、背面電極 3 0 a 、

背面電極 3 0 b 及び背面電極 3 0 c を有 している。背面電極 3 0 a は、背面

側から見て矩形 （正方形）に形成されている。背面電極 3 0 b 及び背面電極

3 0 c は、背面側から見て三角形に形成されている。

[0060] 背面電極 3 0 c は、図中上側から下側へかけて第二方向R の中央部を跨

ぐように帯状に形成されている。背面電極 3 0 c は、背面 F f の左側の辺に



沿 つて配置 されてお り、図中上側か ら下側 にかけて徐 々に細 くなるように形

成 されている。背面電極 3 O b は、背面 F f の下側の辺 に沿 って配置 されて

お り、図中右側か ら左側へかけて第一方向 R の中央部 を跨 ぐように帯状 に

形成 されている。背面電極 3 O b は、図中右側か ら左側 にかけて徐 々に細 く

なるように形成 されている。背面電極 3 0 b と背面電極 3 0 a との間は、接

続 されていても構わない し、分離 されていても構わない。同様 に、背面電極

3 0 c と背面電極 3 0 a との間は、接続 されていても構わない し、分離 され

ていても構わない。

[0061 ] この場合 においても、背面電極 3 0 a 、背面電極 3 0 b 及び背面電極 3 0

c (背面電極 3 0 d ) は、 中央部 C を基準 と して第一方向 R の左側 と右側

とで非対称 となる形状 に形成 されている。 また、背面電極 3 0 a 、背面電極

3 O b 及び背面電極 3 0 c (背面電極 3 0 d ) は、 中央部 C を基準 と して第

二方向 R 2 の下側 と上側 とで非対称 となる形状 に形成 されている。

符号の説明

[0062] E Q P 携帯情報端末 F L 筐体 D P 表示部 C O N T 制御装置

P N 表示パネル F e 表示面 F f 背面 B D 背面検 出部 C 中

央部 R 1 第一方向 R 2 第二方向 2 0 検 出領域 3 0 背面電極

3 0 a ~ 3 0 d 背面電極 3 1 絶縁層 3 2 内部電極 4 1 接触

領域 4 2 接触領域



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 第一面及び前記第一面の背面 に設 け られた第二面 を有する筐体 と、

前記筐体の うち前記第一面 に設 け られた表示部 と、

前記筐体の うち前記第二面 に設 け られ、前記第二面 における接触の

有無及び接触位置 を検 出する検 出部 と、

前記検 出部 とユーザーの手 との接触 に基づいて、前記筐体 を保持す

る前記ユーザーの手が左右のいずれであるかを判別する制御装置 と、

を備 える電子機器。

[ 請求項 2 ] 前記制御装置は、前記検 出部 と前記ユーザーの手 との接触領域の大

きさに基づいて、前記筐体 を保持する前記ユーザーの手が左右のいず

れであるかを判別する

請求項 1 に記載の電子機器。

[ 請求項3] 前記検 出部 は、接触 による静電容量の変化 を検 出する電極 である

請求項 1 又 は請求項 2 に記載の電子機器。

[ 請求項4] 前記検 出部 は、前記第二面 に設定される基準位置 を基準 と して所定

方向の一方側 と他方側 とで非対称 となる形状 に形成 されている

請求項 1 か ら請求項 3 の うちいずれか一項 に記載の電子機器。

[ 請求項 5] 前記検 出部 は、前記所定方向の一方側及び他方側の うち少な くとも

—方 に配置 されている

請求項 4 に記載の電子機器。

[ 請求項 6 ] 前記検 出部 は、前記所定方向の一方側か ら他方側へ向けて帯状 に形

成 されている

請求項 4 又 は請求項 5 に記載の電子機器。

[ 請求項7] 前記検 出部 は、前記所定方向の一方側か ら他方側へ向けて徐 々に細

くなるように形成 されている

請求項 6 に記載の電子機器。

[ 請求項8] 前記筐体は、一方向に長手 となるように形成 され、

前記所定方向は、前記一方向に交差する第一方向に設定される



請求項 1 か ら請求項 7 の うちいずれか一項 に記載の電子機器。

[ 請求項 9 ] 前記筐体は、一方向に長手 となるように形成 され、

前記所定方向は、前記一方向に平行な第二方向に設定される

請求項 1 か ら請求項 8 の うちいずれか一項 に記載の電子機器。
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